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20. 就業機会からみた地方圏発整備政策の基本方向
一一北海道及び東北の広域生活圏の事例ー
1 はじめに
2 地域の変容と産業の分析
3 広域生活聞の類型化
4 地方圏の広域生活圏開発整備の基本方向
5 関連制度の問題点と今後の課題
1 はじめに
建設省建築研究所研究員 大坂谷吉行
地方圏の道県の人口動態をみると，県庁所在都市及びその周辺市町村と，他の市町村で著しい差異がある。と
のととは産業構成の差異Kょb就業機会のj恵まれ方K市町村問あるいは地域聞の格差があるためと考えられる。
また，中(;都市と周辺市町村は行政の関与の有無K拘らず，通勤左どの面で結びつきがあ!J.その結びつきはモ
ータリゼーショ Y在どKよって強められた。そして通勤通学園や買物圏在どの日常的生活圏は，多くの場合，県
注1)
と市町村の中間zク Jレの空間的広がbを持っている。本論ではとうした県と市町村の中間スクールの圏域を広
注2)
域生活圏と呼ぶととKし，原則として広域市町村圏と合致させた。本論の目的は広域生活圏を分析単位として，
就業機会の確保という視点から，地方圏の広域生活圏の開発整備の基本方向を検討すると共K広域市町村圏事業
在どの関連制度の問題点を明らかKするととである。在骨，対象地域は 20広域生活圏で構成される北海道及び
5 9広域生活圏で構成される東北(新潟県を含む)である。
第三次全国総合開発計画はその柱として定住構想を掲げている。定住構想では自然環境，生活環境，生産環境
のバランスがとれた総合的居住環境の形成を理念としている。地方圏では自然環境や生活環境(主K住宅環境J
K恵まれているだけ1'1:.環境の保全K留意し左がら，各々の地域(例えば，定住圏 jで人口の定着を図ってい〈
のK必要とされる就業機会をどのようK確保してい〈か，が最重点課題であると云えよう。
2 地域の変容と産業の分析
地域の変容は産業構造の変化が地域K投影されたものと考えられる。概ね，昭和 40年頃までは工業，三次産
業の双方Kとって東京大都市圏が投資効率のすぐれた地域であったが，過密の弊害が深刻化するζとKょ9.ヱ
業と三次産業の分離が始まった。地域の変容は端的K云って外延的工業化と三次産業の地域集中というふたつの
現象K鮮甘される。
工業就業者の増加率が高い地域を時系列でみると，関東以北の地域では，昭和 35年-40年は関東の広域生
活圏が多<. 40年-4 5年は北関東と福島県下の広域生活圏が多い。第一次石油危機があった 45年-50年
は南関東で工業人口か減少している広域生活圏がみられ，全国でみても工業人口が減少しているのK仙台以北の
注3)
東北の広域生活圏は工業人口の増加率が高い。更1'1:5. 0年-53年Kは全国の工業人口点滅少しているのK対し
て，東北の 59圏のうち 44圏で増加して告!J.東北の北部，即ち，青森県下の広域生活圏の増加率が高い。工
業立地の展開をみると，外延的K工業化が進行していった，と云えよう。全国でみると，太平洋ベルト地帯の工
業集積は依然として大きいが，全国の工業人口が滋少している中で外延的工業化が進んでいるととは，工業の再
配置が着実K進んでいるととを裏づける。しかし，北海道の広域生活圏は木材木製品や水産加工左どの地方資源
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型業種の比重が大量(，それらが不況業種であるととから工業人口が減少している。外延的工業化は東北の北部
まで及んだが，北海道同及んでいか。県観在圏では工業人口が減少在いし横這いであるが，業問リKみる
と印刷出版同関連産業の就業者が増加している。東北の広域生活圏で工業人口が増加しているのは，部分品を主
とする電気機械器具や衣服その他の繊維Kよるととろが大きい。
注5)
外延的工業化は過密の陸路打開と立地基盤整備が，各々Push要因，日III要因として作用している。過密の陸
路打開策として，工業等制限法や積極的K大都市圏から地方圏へ工場を移転させようとする施策(工業再配置法〉
が行われる一方，高速道路ゃ港湾在どのイ /'7ラや工業団地造成といった基盤整備が行われ，外延的工業化が進
行した。立地基盤整備の効果で重要左のは時間距離の短縮であ):J.東北自動車道Kついてみると，工事が始まり
開通の目途がつくようK在ると，企業(主K工場)立地が多〈まっている。
三次産業の地域集中は集積規模の大小と歴史的拠点性K規定される。集積規模の大小は中心部市人口の対数と
金融保険不動産業人口比率や商業人口比率が強い正の相関を示すととから検証される。また，県庁所在圏とその
他の広域生活圏の大きま差異は今日の都道府県制度の骨格が固まって以来の拠点性の強弱Kよるととろが絶対的
であるo ~ 
換言すれば，三次産業は拠点性指向を示す業種と集積規模指向を示す業種を内包している。拠点性指向を示す
のは.金融保険業，卸売業，情報サービス調査広告業，映画業，放送業，政治経済文化団体在どである。集積規 ぜ
模指向を示すのは不動産業，各種商品小売業(百貨庖・スーパ-).飲食庖，学術研究機関，物品賃貸業，その
他の修理業，その他の事業サ ピス業，専門サ ピス業，保健及び廃棄物処理業在どである。県庁所在圏の三次
注6)
産業人口比率が高いのは人口比例的在業種(一般小売業，洗た〈理容浴場業，その他の個人サ ピス業，娯楽業
教育，医療業，社会保険社会福祉企ど)f'L加えて，拠点性指向を示す業種や集積規模指向を示す業種が立地して
いるためである。県庁所在都市でまい人口 10万人以上の都市在中心都市とする広域生活圏が県庁所在圏K次い
で三次産業人口比率が高いのは，人口比例的ま業種K加えて集積規模指向を示す業種が立地LているEとKよる。
個々の広域生活圏をみると，観光K特化して金b旅館その他の宿泊所の就業者が圏域人口K比べて著し〈多いた
めK人口減少圏であっても三次産業人口比率が高いまどの固有特性ゃ，利用可能土地や水資源在どの制約条件が
厳しく外延的工業化が及ば左いと云った事情や，当該圏域K隣接する広域生活圏の集積規模が段違0f'L大きいた
めK地域聞の競合で対抗し得左い状況もあって，地域の変容もやや異まったプロセ1 を示す例がみられる。
3 広域生活圏の類型化
地方閣の広域生活圏の多〈は人口 20万人未満である。大都市圏や県庁所在圏等では若年人口比率が大きく，
老齢人口比率が小さいのK対して，北海道や東北の大部分の広域生活圏では若年人口比率が小さし老齢人口比
率が大きし自然増加率も県庁所在圏K比べてかまb小さし高齢化社会が一足先K訪ずれようとしている。若 ? 
注η 注8)
年人口残存率は広域生活圏聞の階層性を窺わせる。戦後ベビープーム世代の残存率は北海道及び東北の 79広域
生活圏のうち 45固で，昭和 45年同ベて 50年が上昇して帥 .U fI.-/'や J fI.-/，の傍証とまる。また-~
表一1 総合類型によるグループ特性
クワレー 7'J敬31ゲJレー7・ 人口増戒 ロ
増加司率イ JO r.台後延焼却丸、I~まi!.地層前| 寸ス /GIG"~. 北海. 20 %未婚
ェ峯他困難 or
17 ~;I::翁 ェまイ~)‘人保I or 
20"1'.台 ェ1ィu描1段階
20%令 20係以」ニ 17-20 % ェ業イじ痛2段階
20彩永粛 200/.以ι 20%以上エ葉も終) o¥'" 
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世代の交代がとうした現象を助長していると考えられる。例えば，ある圏域で500人が就業の第一線から退ぞけ
ば，その圏域で新たま就業機会がまったく増加してい左〈ても，同数が新たK就業機会を得ること『亡在る。
東北の広域生活圏Kついてみると，昭和 35-40年の人口増加圏は県庁所在圏在含め 9圏Kすぎ在かったが
50-53年の人口増加圏は 32圏と大幅Kふえている。人口増加圏の半数以上は社会減少であるとは云え.人
口定着の兆しがみえてきている。北海道では人口増加圏の数はあまり変化が在し札幌圏と苫4牧園が高い人口
増加率を示している。人口動態から広域生活圏をみると，①社会増加の広域生活圏，②人口増加であるが社会減
少の広域生活圏，③広域生活圏では人口減少だが中JU都市は人口増加の広域生活圏，③中心都市人口も圏域人口
も減少している広域生活圏，i'C区分される。人口増加率(t -t2 )をt時点の産業別人口比率で説明する重回帰
分析や，主成分分析併用のタラÃ~一分析tてよる総合類型の妥当性を検証するための重判別分析で効いているの
は，金融保険不動産業3 商業，工業，農業の順と在る。総合類型の後進地域Kは，人口動態の③と③が，中間地
注9)
域Kは②が，先進地域Kは①が概ね対応している。表1は総合類型のグループ特性の概略である。
4 地方圏の広域生活園開発整備の基本方向
地方圏の広域生活圏では就業機会の確保が地域政策の大き在課題である。広域生活圏聞の階層構造上で 1次歯
K位置づけられる広域生活圏の多〈は人口減少圏であるだけK就業機会の確保が人口の定着を図るための鍵と在
る。したがって，開発整備政策の基本方向を検討するKは就業機会の確保という視点からの評価尺度が必要と在
る。本論では標準的左就業者の増加分と産業転換分から，幸子々の広域生活圏で必要とされる就業機会数及びその
充足率を算定し，その充足率を(必要)就業機会充足率と呼び，評価尺度とした。また，各々の広域生活圏の産
業別就業機会寄与率を算定した。全国の就業者総数の増加率をα 広域生活圏の就業者総数の増加率をxCi)
とするとき広域生活圏の就業機会充足率R(j)及び i広域生活圏の j産業の就業機会増加寄与率Q(i， j) 
は次のようK定義した。
(i)x(i)孟αのとき
p Ci)'=X 0) +z (i)~S (j) 
pp(j) ~αYW+z (i) 
(jD X (i)くαのとき
p 0) ~p p (j) ~αY (j) +z 0) 
以下，(j)及び (jDi'C共通
Q (i， j) ~W (i， j)/P (i) X 100 
R (j) ~ S (j)/P (j) X 100 
P (i):広域生活圏の必要就業機会数
pp (j) :i広域生活圏の基準必要就業機会数
X (j) :広域生活圏の就業者総数の増加数
yCi):広域生活圏の前回の就業者総数
z (i) :広域生活圏の就業者が減少している産業の減少数の
和。産業転換分K相当する。
S (j) :広域生活圏の就業者が増加している産業の増加数の
'i R (i)~.E Q Ci， .j) 和。
ただし， W(i，.j) >0 . W(i， j) :広域生活圏の J産業の就業者の増加数。
V 就業機会充足率及び産業別就業機会増加寄与率Kよる考察結果は概ね，次のようKまとめられる。
①地方圏の後進圏で充足率が高h広域生活聞は工業の増加寄与率が大きい。
②地方圏の後進国で充足率が低h広域生活圏は工業の増加寄与率が小さいか零であ9，充足率が建設業の増
加寄与率tてほほ等しく，即ち，建設業で就業機会が確保されないまらは，充足率は零K等しい。
③県庁所在圏(階層構造上で3次圏以上)は商業とサ ピス業の増加寄与率が大きくまる傾向Kある。
④ 中間圏(概ね 2次圏〕は商業やす ピス業の寄与率と共K工業の寄与率も大きいととが産業全体の充足率
を高めるのK必要である。
⑤ 時系列でみると，ある時期の工業の寄与率が大きいのK商業やすーピス業の寄与率が小さい広域生活圏は
次の時期も工業の寄与率が大きければ，商業やサービス業の寄与率も大きくまョている。従って工業化は第
一段階と第二段階があ9，直ちK三次産業人口の増加K結びつか在いが，工業化が継続されるとタイムラグ
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を伴うものの三次産業人口の増加をもたらす。
⑥商業やサーピス業の寄与率が高い広域生活圏は人口増加率も高いので民間住宅建設や民間事業所の立地が
活発であるため，公共事業K依存し在〈ても建設業である程度の就業?機会の増加を期待できる。
次K政策的操作性の面から検討を加えた。
圏域人口が増加していまくても，所得水準の上昇やアクセスの改善在どで人口当bの利用頻度がふえるととK
よって，商業やすーピス業の就業者が増加するク スもみられる。しかし，商業やサービス業は事業所が立地し
ている地域そのものを市場としているが故VC.商業やサ ピス業の就業者数は支持人口である圏域人口VC.そし
て就業者増加数は圏域人口の動態が強〈効いτくるので，政策的操作性K乏しい。工業は工場の立地する圏域と
製品の市場がまったく異まっていても構わ左いので，人口動態や人口規模と無関係K工場立地を誘導するととが
可能である。政策的K工業化を図る場合Kは，立地基盤整備が併行して進められるので建設業で就業機会が発生
する。工業化が困難在地域や工業化が若し〈遅れている地域では，パラマキ行政という批判や投資効率が悪いと
いう批判があっても，地域経済の維持と将来の基盤づくりという観点から，農業投資を含めた公共事業を中心K
建設業で就業機会を確保する以外VC.とれと云った妙薬が在h。一次産業及び鉱業人口は誠少傾向Kあり，それ
K係る施策は新たま就業機会を作b出さまくても，減少傾向を鈍化させるととができるとすれば，工業や建設業
まど他の産業の負担を軽減させるととKまる。金融保険不動産業は全産業K占める比重が小さ<.大きま雇用力
は期待できまい。遥輸通信業と公務(特K地方事務)は人口当h従業者でみると，人口減少圏は過剰気味である
から新た在人員の増加は困難であるう。公営や第 3セクターの運営が比較的多い部円である社会サービス部門や
一部地域K卦ける観光部門は政策的操作の余地を含んでいる。地方闘の広域生活閤の開発整備の基本方向は地域
特性K産業の動向や政策的操作性左どを加味すると表-2のようKまとめられる。
5 関連制度の問題点と今後の課題
北海道及び東北の広域生活圏の大部分は昼夜間人口比率が 95-105%であ9.概ね，通勤通学園が当該圏
域K納まっているとみてよい。従って就業機会の確保という視点から産業活動を分析する地域単位として，広域
生活圏は一定の有効性を持ち得ょう。また，北海道総合開発計画や東北開発促進計画左どの地方圏のプロック計
画K砕ける基礎的計画単位として活用できょう。
地方圏，とbわけ後進的在地域，即ち，工業化が困難在地域や工業化が遅れている地域では，公共事業K依存
して建設業で就業機会を確保し在がら地域経済を維持していかざるを得在h状況がある。バラマキ行政への批判
があるが，問題はパラマタととよ bもむしろパラマキ方Kある。農林水産省の農村環境整備モデル事業と自治省
のモデルコミュニティ事業のようK金の出所は異在るが，内容的K類似したものは各省庁分をプールして使用目
的K緩やかま制限をつけた第二交付税(仮称)として配分する方が，地方自治体Kとって使い易〈在る。また，
後進的地域は多〈の地域指定や圏域設定が何重Kも行われて台9.しかも，類似した地域Kほほー俸の網がかけ
られているので，制度が複雑で，事務手続が繁雑左割問効果が乏しいものとま誠いる。
次K広域市町村箇(援興整備)事業の事業費の内訳をみると，例えば48年度実績では. 60%強が市町村道
を中心とした道路整備K当てられ. 40%弱は，環境衛生施設，教育文化施設，産業観光施設，福祉施設，消防
救急施設，医療施設左どの整備K当てられている。地方圏は大都市圏K比べて市町村道の整備が遅れているが，
道路整備を広域市町村園事業K計上するととKは疑問がある。各々の市町村で道路整備を行えば十分で左いか，
と思われる。計上するととの妥当性は別として，市町村道路の整備が着実K進行すれば，地域住民Kとって就業
機会を得る範聞が空間的K拡大する。また，中心都市とのアクセスが改善されて商圏人口が拡大すれば，商業や
すーピス業の就業者の増加が見込まれる。生活環境施設の整備は本来的Kは，地域Kよb密着した市町村レベル
で行われるのが望ましいが，広域市町村圏制度ができる時期で整備が遅れていたととと財政基盤が弱体であると
とが，地方債や国庫支出金まどK依存し，かつ共同化する ζとで一般会計からの持ち出しを少在くして，ある程
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度の生活環境施設を整備していく制度を必要とさせた。
多様化した住民=ーズK対応して，きめ細か左行政をしてい0'1:は，行政権限のプレ-，"'.1yや地方自治体
の財政基盤の強化が必要である。共同化するのが地方自治体やその住民Kとっても好ましい事業は任意K一部事
務組合を設立して対処すれば充分であるう。広域生活圏単位の事業として行うものがあるとすれば，それは圏域
全体の住民を対象とし，当該圏域Kより高度左機能を付加するようま事業K限定されて然るべきであろう。モデ
ル定住圏計画は各々の地域特性vc応じて『目玉商品』的在事業を盛り込んだものと在っている。
産業活動の大部分は民営であ!I，地域指定ゃ圏域設定とは無関係K展開される。就業機会の確保とhう面で行
政がま IA署るととは公共建設事業や社会サーピ1部門の直接的在役割を除けば，工業の立地基盤整備や道路整備
Kよる通勤可能左範囲の拡大左どの間接的左ものK限定される。しかしまがら，地方自治体の能力を強化し，直
接的あるいは間接的K地域の産業の育成を支援し，地域の自立性を高めていく地道左実績の積み重ねは，今後も
重要であると恩われる。
注1)県と市町村の中間スク ルの圏域で行政区域Kよるものとしては自治省の広域市町村圏，建設省の地方生
活圏，国土庁のモデル定住圏，総理府統計局の事業所統計調査の県内プロックず嵯げられる。
注 2)地方生活圏，モデル定住圏，県内プロックは単独または複数の広域市町村圏で構成される。
注 3)昭和 55年の国勢調査の都道府県編がまだ公刊されてい在いので， 50年以降の動向は 53年の事業所統
計調査でみるととKした。県内プロックは山形県の一部と福島県の一部を除いて広域生町村圏と合致して骨b
産業中分類のデ タが得られるととが長所である。
注 4)印刷出版同関連産業は工業を中分類業種で検討すると，拠点性指向を示す。
注 5)大都市圏から地方聞という意味でPush要因， Pull要因と考えた。
注 6)拠点性指向業種，集積規模指向業種，人口比例的業種のいずれKも属さまい業種は農山漁村指向を示す協
同組合と宗教，観光地で特化している旅館その他の宿泊所である。
注 7)若年人口残存率o(i) ~ P50 (i) /P35 (i) x 1∞ ただし， P50 (j)は 50年の 15-29歳入口であ
!I ， P35 (j)は 35年の 0-14歳入口である。
注 8) i広域生活閣の 35年の 10-1 4歳入口をP35(j)とするとき，戦後ベピーブーム世代の残存率は，
45年の残存率~ 45 (i) ~P45 (j) /P35 (j) X 1∞ P45 (j)は i聞の 45年の 20-2 4歳入口
5 0年の残存率~ 50 (j) ~ P50 (j) /P35 (j) X 1∞ P50 (i)は i圏の50年の 25-2 9歳入口，
と定義した。
注 9)関連論文1)及び 3)VCとの章の内容の詳細は記述してある。
注目)r新しい生活圏行政一広域市町村圏の現状J1 9 7 5年・市町村自治研究会Kよる。
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